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(57)【要約】
【課題】母材の強度、靱性に優れるとともに、溶接熱影響部の靭性にも優れる、厚肉の高
張力鋼板とその有利な製造方法を提供する。
【解決手段】基本化学成分がＣ：０．００５～０．０５％、Ｓｉ：０．０５～０．３％、
Ｍｎ：０．５～５％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００５％以下、Ｃｒ：３％以下、
Ｎｉ：５％以下、Ｔｉ：０．００５～０．０２％、Ａｌ：０．０２～０．０４％、Ｎ：０
．００７％以下、Ｂ：０．０００３～０．００３％、Ｏ：０．０００５～０．００３０％
、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる化学成分を有し、かつ（１）式、（２）式で
定義されるＣｅｑＩＩＷ、ＰｃについてＣｅｑＩＩＷ≧０．６５％、Ｐｃ≧５．５の関係
を満足する多層溶接時の溶接熱影響部および母材の靭性に優れる厚肉高張力鋼板であり、
製造方法は、累積圧下率が５０％以上の熱間圧延を行い、その後、焼入れ焼戻し処理を行
う。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０．００５～０．０５％、Ｓｉ：０．０５～０．３％、Ｍｎ：０．５～
５％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００５％以下、Ｃｒ：３％以下、Ｎｉ：５％以下
、Ｔｉ：０．００５～０．０２％、Ａｌ：０．０２～０．０４％、Ｎ：０．００７％以下
、Ｂ：０．０００３～０．００３％、Ｏ：０．０００５～０．００３０％を下記の（１）
式および（２）式で定義されるそれぞれについてＣｅｑＩＩＷ≧０．６５％、Ｐｃ≧５．
５の関係を満足するように含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる化学成分を
有し、多層溶接時の溶接熱影響部に形成される個々の島状マルテンサイトの平均面積が３
μｍ２以下であることを特徴とする、母材の強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影響部
の靱性に優れる厚肉高張力鋼板。
記
ＣｅｑＩＩＷ＝Ｃ＋Ｍｎ／６＋（Ｃｒ＋Ｍｏ＋Ｖ）／５＋（Ｎｉ＋Ｃｕ）／１５（％）・
・・（１）
Ｐｃ＝２Ｍｎ＋３Ｎｉ＋Ｃｒ＋Ｍｏ＋Ｖ－１２．５×Ｃ（％）・・・（２）
　　　　　　　〔式中の各元素記号はそれぞれの元素の含有量（質量％）を示す。〕
【請求項２】
　前記化学成分が、さらに、質量％で、Ｃｕ：０．２％を超えかつ０．５％未満、Ｍｏ：
１％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｎｂ：０．１％以下の中から少なくとも１種または２種以
上を含有することを特徴とする、請求項１に記載の母材の強度、靱性および多層溶接時の
溶接熱影響部の靱性に優れる厚肉高張力鋼板。
【請求項３】
　前記化学成分が、さらに、質量％で、Ｃａ：０．０００５～０．００３％、ＲＥＭ：０
．０００３～０．００３％の中から少なくとも１種または２種を含有することを特徴とす
る、請求項１または２に記載の母材の強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影響部の靱性
に優れる厚肉高張力鋼板。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の化学成分を有するスラブを、Ａｃ３点～１２００
℃に加熱し、累積圧下率が５０％以上となるように熱間圧延を行い、次いでＡｒ３点以上
の温度から、板厚中心部が３５０℃以下になるまで直接急冷し、その後、４５０℃～６５
０℃の温度で焼戻すことを特徴とする、母材の強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影響
部の靱性に優れる厚肉高張力鋼板の製造方法。
【請求項５】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の化学成分を有するスラブを、Ａｃ３点～１２００
℃に加熱し、累積圧下率が５０％以上となるように熱間圧延を行った後放冷し、次いで再
度Ａｃ３点～１０５０℃に加熱後、次いでＡｒ３点以上の温度から、板厚中心部が３５０
℃以下になるまで急冷し、その後４５０℃～６５０℃で焼戻すことを特徴とする、母材の
強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影響部の靱性に優れる厚肉高張力鋼板の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、船舶や海洋構造物、圧力容器、ペンストックなど鋼製構造物に用いられる高
張力鋼板およびその製造方法に関し、特に降伏強度が６３０ＭＰａ以上で、母材の強度、
靱性に優れるだけでなく、多層溶接時の溶接熱影響部の靱性に優れる高靭性高張力鋼板お
よびその製造方法に関わる。
【背景技術】
【０００２】
　船舶や海洋構造物、圧力容器に用いられる鋼材は、溶接により所望の形状の構造物に仕
上げられる。これらの鋼では、構造物の安全性を確保するために、母材靭性だけでなく、



(3) JP 2013-151742 A 2013.8.8

10

20

30

40

50

溶接熱影響部の靭性にも優れることが要求される。
　上記鋼について、板厚が厚い鋼板の溶接は多層溶接により施工されるが、溶接熱影響部
では、複雑な熱履歴を受けるために局所脆化域が発生しやすく、特に、ボンド部およびフ
ェライトとオーステナイトの２相域加熱部において靭性の著しい低下が問題となる。この
ような領域では、島状マルテンサイトの生成を伴う上部ベイナイト組織を形成し、靭性が
低下するためである。
【０００３】
　上記問題への対策として、特許文献１にはＴｉ等の酸化物を鋼中に微細分散させボンド
部のオーステナイト粒の粗大化を防止することでフェライト粒を微細化し、溶接熱影響部
の靭性を向上させる技術が開示されている。しかし、この技術は、フェライトを母相とす
る比較的低強度の鋼材を対象にしており、より高強度材の溶接熱影響部はフェライトを含
まない組織となるために、フェライトの微細化による溶接熱影響部の靭性の向上効果は得
られにくい。
【０００４】
　また、２相域加熱部、つまり最初の溶接時に溶融点近傍まで加熱された領域が、後続の
溶接による再加熱によりフェライトとオーステナイトの２相域になる領域が最も脆化する
。これは、後続の再加熱により変態したオーステナイト領域に炭素が濃化し、この部分が
冷却時に島状マルテンサイト生成を伴う上部ベイナイト組織を形成し、靭性を著しく劣化
させるためである。２相域加熱部などに代表される溶接熱影響部の対策として、特許文献
２には、低Ｃ化および低Ｓｉ化することで島状マルテンサイトの生成を抑制し、さらにＣ
ｕを添加することで母材強度を確保する技術が開示されている。
【０００５】
　また、特許文献３では、低Ｃ化して溶接熱影響部靭性を向上しＣｕにより強度を高める
技術が開示されている。この先行技術は時効処理によるＣｕの析出を利用して強度を高め
るものであるが、多量のＣｕを添加するために熱間延性が低下し、生産性を著しく阻害す
る。特許文献４には実施例で板厚４５ｍｍ以下の鋼板についてＰｃｍ≦０．２３の条件を
満たし、降伏強度が６９０ＭＰａ以上の鋼板について記載されているが、本発明の様にＣ
を低減し厚肉化を行うためには、Ｐｃｍ≦０．２３と成分が低く強度の確保が難しい。特
許文献５に開示されている技術は熱間圧延前に長時間の熱処理を行う必要があり、製造性
が低下する。
【０００６】
　さらに、従来技術では次に挙げる、いくつかの解決すべき問題点が残されている。例え
ば、Ｔｉ酸化物を利用する技術では、鋼中への酸化物の均一な微細分散が難しいという問
題点がある。さらに、構造物の大型化に伴い、使用される鋼材の更なる高強度化、厚肉化
が求められている。高強度化、厚肉化のためには特許文献２および３の技術とは異なり、
合金元素の多量添加が有効である。しかし合金元素の添加は、溶接熱影響部の靭性を低下
させる問題がある。特許文献４の技術では、厚板分野では比較的板厚の薄いものを使用す
る鋼管に適用可能な技術であり、溶接時に生成した島状マルテンサイトを微細化するため
に最高１０００℃までの再加熱が必要となるなど、厚肉かつ生産性の高い鋼材が必要とさ
れる海洋構造物などの用途には適用できない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００１－３２３３３６号公報
【特許文献２】特開平５－１８６８２３号公報
【特許文献３】特開２００１－３３５８８４号公報
【特許文献４】特許２７７７５３８号公報
【特許文献５】特開２００５－２１３５３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００８】
　そこで、本発明の目的は、従来未解決の上記の問題点を解決し、合金元素の添加量を増
やさざるを得ない厚肉の高強度鋼板においても、母材の強度、靱性に優れるとともに、溶
接熱影響部の靭性にも優れる、板厚が７５ｍｍ以上の厚肉の高張力鋼板とその有利な製造
方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　発明者らは、合金元素を添加して強度を確保した厚肉高張力鋼板（母材）の靱性を向上
するとともに、該厚肉高張力鋼板を多層溶接したときに形成される溶接熱影響部（ＨＡＺ
）の靭性を改善する方法について、種々の比較検討を行った。
その結果、
　１）降伏強度が６３０ＭＰａ以上の母材の靱性には鋼中の酸化物量の影響が大きい
　　　こと
　２）多層溶接時の溶接熱影響部の靱性劣化は、２相域加熱部に形成される脆化組織
　　　の生成に起因すること
を見いだした。
【００１０】
　上記１）の鋼中の酸化物量を低減するためには、鋼中酸素量を低減することが有効であ
り、鋼中酸素量を０．００３０質量％以下にすると母材の靱性が大幅に向上することが明
らかになった。
【００１１】
　また、上記２）の多層溶接時の溶接熱影響部における脆化組織の靱性を改善する方法に
ついて鋭意検討した結果、従来技術のように単にＣを低減しただけでは不十分であり、さ
らに、２相域加熱部に生成する個々の島状マルテンサイトの大きさ（面積）を小さくして
やる必要があること、そして、その達成手段としては、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖを適
正量添加し、Ｃを低減してやることが有効であることを見いだした。
【００１２】
　本発明者らは、上記の知見に基づき本発明を完成させた。
　すなわち、本発明の要旨は以下の［１］～［５］のとおりである。
［１］質量％で、Ｃ：０．００５～０．０５％、Ｓｉ：０．０５～０．３％、Ｍｎ：０．
５～５％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００５％以下、Ｃｒ：３％以下、Ｎｉ：５％
以下、Ｔｉ：０．００５～０．０２％、Ａｌ：０．０２～０．０４％、Ｎ：０．００７％
以下、Ｂ：０．０００３～０．００３％、Ｏ：０．０００５～０．００３０％を下記の（
１）式および（２）式で定義されるそれぞれについてＣｅｑＩＩＷ≧０．６５％、Ｐｃ≧
５．５の関係を満足するように含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる化学成
分を有し、多層溶接時の溶接熱影響部に形成される個々の島状マルテンサイトの平均面積
が３μｍ２以下であることを特徴とする、母材の強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影
響部の靱性に優れる厚肉高張力鋼板。
記
ＣｅｑＩＩＷ＝Ｃ＋Ｍｎ／６＋（Ｃｒ＋Ｍｏ＋Ｖ）／５＋（Ｎｉ＋Ｃｕ）／１５（％）・
・・（１）
Ｐｃ＝２Ｍｎ＋３Ｎｉ＋Ｃｒ＋Ｍｏ＋Ｖ－１２．５×Ｃ（％）・・・（２）
　　　　〔式中の各元素記号はそれぞれの元素の含有量（質量％）を示す。〕
［２］前記化学成分が、さらに、質量％で、Ｃｕ：０．２％を超えかつ０．５％未満、Ｍ
ｏ：１％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｎｂ：０．１％以下の中から少なくとも１種または２
種以上を含有することを特徴とする、［１］に記載の母材の強度、靱性および多層溶接時
の溶接熱影響部の靱性に優れる厚肉高張力鋼板。
［３］前記化学成分が、さらに、質量％で、Ｃａ：０．０００５～０．００３％、ＲＥＭ
：０．０００３～０．００３％の中から少なくとも１種または２種を含有することを特徴
とする、［１］または［２］に記載の母材の強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影響部
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の靱性に優れる厚肉高張力鋼板。
［４］［１］～［３］のいずれかに記載の化学成分を有するスラブを、Ａｃ３点～１２０
０℃に加熱し、累積圧下率が５０％以上となるように熱間圧延を行い、次いでＡｒ３点以
上の温度から、板厚中心部が３５０℃以下になるまで直接急冷し、その後、４５０℃～６
５０℃の温度で焼戻すことを特徴とする、母材の強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影
響部の靱性に優れる厚肉高張力鋼板の製造方法。
［５］［１］～［３］のいずれかに記載の化学成分を有するスラブを、Ａｃ３点～１２０
０℃に加熱し、累積圧下率が５０％以上となるように熱間圧延を行った後放冷し、次いで
再度Ａｃ３点～１０５０℃に加熱後、次いでＡｒ３点以上の温度から、板厚中心部が３５
０℃以下になるまで急冷し、その後４５０℃～６５０℃で焼戻すことを特徴とする、母材
の強度、靱性および多層溶接時の溶接熱影響部の靱性に優れる厚肉高張力鋼板の製造方法
。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明を用いることで、母材の引張強度が７２０ＭＰａ以上でかつ降伏強度が６３０Ｍ
Ｐａ以上の高強度を有するとともに、母材の靭性にも優れ、さらに、多層溶接時の溶接熱
影響部の靭性にも優れる、板厚が７５ｍｍ以上の厚肉の高張力鋼板とその有利な製造方法
とを提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明について詳細に説明する。
　はじめに、本発明の鋼の化学成分の限定理由を説明する。なお、化学成分における各元
素の含有量は全て、質量％である。
【００１５】
・Ｃ：０．００５～０．０５％
　Ｃは、構造用鋼に求められる強度を得るために必要不可欠な元素であるが、多量に添加
すると、溶接熱影響部に生成する島状マルテンサイトの生成量が多くなり、さらに島状マ
ルテンサイト中のＣ濃度を上昇させ、島状マルテンサイトの硬度を上昇させて靭性を低下
させるので上限を０．０５％とした。また、０．００５％より添加量が少ないと、十分な
強度が得られず、合金元素の大量添加が必要になり製造コストが高くなるので、下限を０
．００５％とする。好ましくは０．０１％～０．０５％である。
【００１６】
・Ｓｉ：０．０５～０．３％
　Ｓｉは脱酸剤として作用し、本発明では適度な脱酸を行うために０．０５％以上添加す
る必要があるが、０．３％を超えて含有すると、母材靭性が著しく低下するとともに、溶
接熱影響部において島状マルテンサイトの生成を助長し、溶接熱影響部靭性が顕著に低下
する。このため、Ｓｉの範囲を０．０５％～０．３％とした。
【００１７】
・Ｍｎ：０．５～５％
　Ｍｎは母材強度を確保する観点から０．５％以上添加する必要がある。一方５％より多
く添加すると、過剰に焼入性を高め、溶接熱影響部の靭性を著しく低下させることから、
５％以下とする必要がある。
【００１８】
・Ｐ：０．０１５％以下
　Ｐは、０．０１５％を超えて含有すると、母材および溶接熱影響部の靭性を著しく低下
させるため０．０１５％以下に制限する。
・Ｓ：０．００５％以下
　Ｓは、０．００５％を超えて含有すると、母材および溶接熱影響部の靭性を顕著に低下
させるため、０．００５％以下とする。
【００１９】
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・Ｃｒ：３％以下
　Ｃｒは、母材の高強度化に有効な元素であるが、多量に添加すると靭性を低下させるの
で、３％以下とする。好ましくは、０．１％～２．７％である。
・Ｎｉ：５％以下
　Ｎｉは、鋼の強度および溶接熱影響部の靭性を向上させる有益な元素である。しかし、
他の合金元素に比べ高価であるため上限を５％とする。好ましくは０．８～５％である。
【００２０】
・Ｔｉ：０．００５～０．０２％
　Ｔｉは鋼中でＴｉ窒化物を形成して固溶窒素量を低下させることでＢＮの析出を抑制し
、鋼中にＢを十分に固溶させて焼入性を確保することができる。さらに、Ｔｉ窒化物はオ
ーステナイト温度域でも安定な析出物であり、溶接熱影響部のオーステナイトの粗大化を
効果的に抑制することができるので、Ｔｉを０．００５％以上添加する必要がある。一方
、０．０２％より多く含有すると、Ｔｉ窒化物が粗大化し母材および溶接熱影響部の靭性
を低下させるので０．０２％以下に制限する必要がある。
【００２１】
・Ａｌ：０．０２％～０．０４％
　Ａｌは溶鋼を十分に脱酸するために、０．０２％以上含有する必要がある。一方、０．
０４％より多く含有すると、母材中に固溶するＡｌ量が多くなり、母材靭性を低下させる
ので０．０４％以下に制限する必要がある。
【００２２】
・Ｎ：０．００７％以下
　Ｎは、母材中に固溶すると著しく母材靭性を低下させ、さらに溶接熱影響部においても
粗大な炭窒化物を形成し靭性を低下させるので、０．００７％以下に制限する必要がある
。
【００２３】
・Ｂ：０．０００３～０．００３％
　Ｂは、オーステナイト粒界に偏析することで粒界からのフェライト変態を抑制し、ベイ
ナイト分率を増加させることで高強度化する効果があり、０．０００３％以上添加する必
要がある。しかし、０．００３％を超えて添加すると、炭窒化物として析出し焼入性を低
下させ、靭性が低下するので上限を０．００３％とする。好ましくは０．０００５～０．
００２０％である。
【００２４】
・Ｏ：０．０００５～０．００３０％
　Ｏ（酸素）は、鋼中に酸化物の形態で存在する場合、オーステナイトの粒成長を抑制す
ることで母材靱性を改善する場合があるが、降伏強度が６３０ＭＰａ以上の高張力鋼板で
は、強度が高いことで酸化物を起点とする破壊が起こりやすく、その上限を０．００３０
％とする必要がある。一方、酸素量を０．０００５％未満とすることは操業上の負荷が大
きいことから下限を０．０００５％とする。
【００２５】
　本発明の高張力鋼は、上記必須元素に加えて、さらに強度、靱性を高める目的でＣｕ、
Ｍｏ、Ｖ、Ｎｂの中から少なくとも１種類または２種類以上を含有することができる。
・Ｃｕ：０．２％を超え０．５％未満
　Ｃｕは靱性を損なうことなく鋼の強度の向上が図れるが、０．５％以上添加すると熱間
圧延時に鋼板表面に割れを生じるので０．５％未満とする。また、添加量が０．２％以下
の場合、十分な強度上昇が得られないので、添加する場合には、０．２％を超える添加が
必要である。
【００２６】
・Ｍｏ：１％以下
　Ｍｏは、母材の高強度化に有効な元素であるが、多量に添加すると合金炭化物の析出に
よる硬度の上昇を引き起こし、靭性を低下させるので１％以下とする。
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・Ｖ：０．２％以下
　Ｖは母材の強度、靱性の向上に効果があり、また、ＶＮとして析出することで固溶Ｎの
低下に有効であるが、０．２％より多く添加すると硬質なＶＣの析出により靭性が低下す
るので０．２％以下にする。好ましくは、０．１％以下である。
・Ｎｂ：０．１％以下
　Ｎｂは鋼の強化に有効な元素であるが、０．１％を超える添加は多層溶接時の溶接熱影
響部の靭性を著しく低下させるので、０．１％以下とする。
【００２７】
　本発明の高張力鋼は、上記化学成分に加えて、さらに材質を改善する目的でＣａ，ＲＥ
Ｍの中から少なくとも１種類または２種類を含有することができる。
・Ｃａ：０．０００５～０．００３％
　Ｃａを０．０００５％以上添加すると、有害なＯおよびＮを酸化物および硫化物として
固定し鋼の材質を改善する。しかし、０．００３％を超えて添加しても、その効果が飽和
するため０．００３％以下とする。
・ＲＥＭ：０．０００３～０．００３％
　ＲＥＭとはＣｅ、Ｌａをはじめとする希土類金属を指す。ＲＥＭも０．０００３％以上
添加すると、Ｃａと同様に、鋼中で酸化物および硫化物を形成して材質の改善効果がある
が、０．００３％より多く添加してもその効果が飽和するため、０．０００３～０．００
３％に限定する。
【００２８】
・ＣｅｑＩＩＷ≧０．６５％
　本発明では、多層溶接時の溶接熱影響部（ＨＡＺ）の靭性を向上させる目的で母材中の
Ｃ量を低減しているが、一方で強度を確保するために合金元素の添加が必要であり、下記
の式（１）式で定義するＣｅｑＩＩＷがＣｅｑＩＩＷ≧０．６５％の関係を満たすように
成分を添加すれば、母材の引張強度が７２０ＭＰａ以上で、かつ降伏強度が６３０ＭＰａ
以上にすることができ、母材の強度を十分に確保することができる。
　ＣｅｑＩＩＷ＝Ｃ＋Ｍｎ／６＋（Ｃｒ＋Ｍｏ＋Ｖ）／５＋（Ｎｉ＋Ｃｕ）／１５（％）
・・・（１）
　なお、式中の各元素記号はそれぞれの元素の含有量（質量％）を示す。
【００２９】
・Ｐｃ≧５．５
　多層溶接時の溶接熱影響部のボンド部近傍における靱性劣化は、多層溶接時に２相域加
熱部に形成される島状マルテンサイトを含む脆化組織の生成に起因している。この脆化組
織の靱性を改善するには、従来技術のように単にＣを低減しただけでは不十分であり、さ
らに、形成される個々の島状マルテンサイトの大きさ（面積）を小さくして、島状マルテ
ンサイトの硬さを低減してマトリクスとの硬度差を小さくしてやる必要があること、そし
て、その達成手段としては、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖを適正量添加し、Ｃを低減して
やることが有効であり、下記（２）式で定義されるＰｃがＰｃ≧５．５の関係を満たすこ
とが必要である。
　　Ｐｃ＝２Ｍｎ＋３Ｎｉ＋Ｃｒ＋Ｍｏ＋Ｖ－１２．５×Ｃ（％）・・・（２）
　なお、式中の各元素記号はそれぞれの元素の含有量（質量％）を示す。
【００３０】
　ここで、上記Ｐｃ≧５．５の関係の意味するところは、以下のとおりである。
　ＭｎおよびＮｉは、オーステナイト安定化元素であるため、これらの元素の含有量を高
めることによって、オーステナイト中に固溶するＣの濃度上昇を抑制し、さらに炭化物生
成元素であるＣｒ、Ｍｏ、Ｖを添加することにより析出した炭化物が溶解してオーステナ
イト中に濃化することを抑制することによって、溶接熱影響部に生成する島状マルテンサ
イトの１つ１つの大きさを微細化することができる。
　そして、Ｐｃ≧５．５の関係を満たすように、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖを適正量添
加し、Ｃを低減することにより、個々の島状マルテンサイトの平均面積を３μｍ２以下と
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することができ、同時に島状マルテンサイトの硬さが低下し、マトリクス組織との硬度差
を小さくすることができる。その結果、島状マルテンサイトが破壊の起点になり難くなり
、溶接部の靱性を顕著に向上することができる。
【００３１】
　本発明において、溶接熱影響部に形成される個々の島状マルテンサイトの平均面積とは
、溶接熱影響部の断面において観察される個々の島状マルテンサイトの面積の平均値のこ
とである。
　具体的には、例えば、溶接熱影響部の断面を２段エッチングして島状マルテンサイトを
現出させた後、２相域に加熱されるボンド部近傍を、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用い
て倍率３０００倍で１０視野撮影し、画像解析することにより、個々の島状マルテンサイ
トの平均面積を測定することができる。
【００３２】
　次に、本発明の製造工程について説明する。
・スラブの加熱温度：Ａｃ３点～１２００℃
　上記化学成分の溶鋼を連続鋳造法および造塊法等の通常の鋳造方法でスラブを製造して
圧延素材とする。
　スラブの加熱温度は、添加元素を充分に固溶させるためおよび圧延負荷を小さくするた
め、Ａｃ３点以上とすることが必要である。しかし加熱温度が１２００℃を超えると、オ
ーステナイト粒が粗大化して、充分な靱性が得られない。このため、スラブの加熱温度は
Ａｃ３点～１２００℃の範囲内とする。
【００３３】
　なお、Ａｃ３点は、下記の（３）式より計算される。
Ａｃ３＝９３７．２－４７６．５Ｃ＋５６Ｓｉ－１９．７Ｍｎ－１６．３Ｃｕ－
　　　　２６．６Ｎｉ－４．９Ｃｒ＋３８．１Ｍｏ＋１２４．８Ｖ＋１３６．３Ｔｉ－
　　　　１９．１Ｎｂ＋１９８．４Ａｌ＋３３１５Ｂ（℃）　　　　　　　・・・（３）
　なお、（３）式での各元素記号はそれぞれの元素の含有量（質量％）を示す。
【００３４】
・熱間圧延の累積圧下率：５０％以上
　上記の温度範囲に加熱されたスラブは、板厚中心部まで十分な加工を加え組織を微細化
し、強度と靱性を向上させるため、累積圧下率が５０％以上となるように熱間圧延するこ
とが必要である。
【００３５】
・熱間圧延後の熱処理（焼入れ）：板厚中心部が３５０℃以下になるまで急冷
　熱間圧延後の熱処理として急冷を行うが、本発明では、以下の１）、２）のいずれかの
冷却を行う。
１）熱間圧延後、Ａｒ３点以上の焼入温度から直接、板厚中心部が３５０℃以下になる
　　まで急冷を行う（この処理を「ＤＱ－Ｔ」という）。
２）熱間圧延後放冷し、Ａｃ３点～１０５０℃の間に再加熱し、Ａｒ３点以上の焼入温度
　　から板厚中心部が３５０℃以下になるまで急冷を行う（この処理を「ＲＱ－Ｔ」と
　　いう）。
　ここで、板厚中心部が３５０℃以下になるまで急冷としているのは、鋼全体を焼入れす
るためである。
　また、２）において再加熱温度を１０５０℃以下としているのは、１０５０℃を超える
高温の再加熱ではオーステナイト粒の粗大化による、母材強度および靭性の低下が著しい
ためである。
【００３６】
　なお、Ａｒ３点は、以下の（４）式から計算される。
Ａｒ３＝９１０－２７３Ｃ－７４Ｍｎ－５６Ｎｉ－１６Ｃｒ－９Ｍｏ－５Ｃｕ（℃）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（４）
　〔（４）式における各元素記号は、それぞれの元素の含有量（質量％）を示す。〕
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　板厚中心部の温度は、板厚、表面温度および冷却条件等から、シミュレーション計算等
により求められる。例えば、差分法を用い、板厚方向の温度分布を計算することにより、
板厚中心温度が求められる。
　急冷の方法は、工業的には水冷とすることが一般的であるが、冷却速度は可能な限り早
い方が望ましいため、冷却方法は水冷以外でも良く、例えばガス冷却などの方法もある。
【００３８】
・焼戻し処理温度：４５０℃～６５０℃
　急冷後、上記の熱処理の１）、２）のいずれの場合でも４５０℃～６５０℃で焼戻しを
行う。
　急冷後、４５０℃～６５０℃で焼戻すのは、４５０℃未満では残留応力の除去効果が少
なく、一方、６５０℃を超える温度では、種々の炭窒化物が析出するとともに、母材の組
織が粗大化し、強度、靱性が大幅に低下するためである。
【００３９】
　なお、工業的には、鋼の強靭化を目的に、繰返し焼入れする場合があるが、本発明にお
いても繰返し焼入れしても良いが、最終の焼入れの際に、Ａｃ３点～１０５０℃に加熱後
、板厚中心部が３５０℃以下になるまで急冷し、その後４５０℃～６５０℃で焼戻すこと
が必要である。
【００４０】
　以上説明したように、本発明の高張力鋼板の製造では、焼入れ焼戻しを行うことが重要
であり、この熱処理によって、強度および靱性に優れる鋼を製造することができる。
【実施例】
【００４１】
　表１に示す種々の化学成分（鋼番１～２２）に調整したスラブを素材とし、該スラブを
１０５０～１２００℃に加熱して累積圧下率が５０～７０％の熱間圧延を行い、そして、
表２に示す製造条件で板厚７５～１５５ｍｍの厚鋼板（試料Ｎｏ．１～２７）を製造した
。
　ここで、表１における鋼番Ｎｏ．１～１４は本発明の化学成分の条件を満たしている本
発明鋼であるのに対して、鋼番Ｎｏ．１５～２２は本発明の化学成分の条件を外れる比較
鋼である。
　この様にして得られた鋼板に、引張試験およびシャルピー試験を実施した。
　引張試験は、各鋼板の板厚の１／４の位置から圧延方向にＪＩＳ４号引張試験片を採取
し、引張強度（ＴＳ）および降伏強度（ＹＰ）を測定した。
　シャルピー試験は、各鋼板の板厚の１／４の位置から、圧延方向にＶノッチ試験片を採
取し－６０℃における吸収エネルギー（ｖＥ－６０）を３回の平均値として求めて、母材
の靱性を評価した。
【００４２】
　また、各鋼板から採取した鋼板にＸ開先（開先角度４５°）加工を施し、入熱５０ｋＪ
／ｃｍのサブマージアーク溶接を行って多層溶接継手を作製し、板厚の１／４の位置から
圧延方向にＶノッチ試験片を、ボンド部をノッチ位置として採取し、－６０℃における吸
収エネルギー（ｖＥ－６０）を３回の平均値として求めて、溶接熱影響部（ＨＡＺ）の靱
性を評価した。
【００４３】
溶接熱影響部に形成される個々の島状マルテンサイトの平均面積は、溶接熱影響部の断面
を２段エッチングして島状マルテンサイトを現出させた後、２相域に加熱されるボンド部
近傍を、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて倍率３０００倍で１０視野撮影し、画像解
析することにより、個々の島状マルテンサイトの面積を測定し、その平均値を求めた。
【００４４】
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【表１】
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【００４５】
【表２】
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【００４６】
　上記の製造条件および試験結果を表２に示す。
　この結果から、本発明例（試料Ｎｏ．１～１５）の鋼材は、いずれも母材強度がＴＳ（
引張強度）≧７２０ＭＰａ、ＹＰ（降伏強度）≧６３０ＭＰａおよび母材靭性がｖＥ－６

０≧１２０Ｊであり、母材の強度と靭性がともに優れていることがわかる。さらに、溶接
熱影響部（ＨＡＺ）では、ｖＥ－６０≧７０Ｊであり、溶接熱影響部においても良好な靱
性を有していることがわかる。
【００４７】
　これに対して、本発明の化学成分範囲を外れる試料Ｎｏ．１６～２３の比較例（鋼番１
５～２２）は、母材の引張強度がＴＳ＜７２０ＭＰａまたは降伏強度がＹＰ＜６３０ＭＰ
ａであるか、もしくは母材の靭性がｖＥ－６０＜１２０Ｊ、もしくは溶接熱影響部（ＨＡ
Ｚ）においてｖＥ－６０＜７０Ｊとなっており、母材の強度、靱性および溶接熱影響部に
おける靭性のいずれか一つ以上の特性が劣っていることが認められる。
【００４８】
　また、表２の試料Ｎｏ．２４～２７の比較例は、鋼番がそれぞれ８、１０、１３、１３
であり、化学成分が本発明の範囲内であるものの、製造条件が本発明の範囲外であり、母
材特性が低化し、母材の強度、靱性のいずれか一つ以上の特性が劣っていることが認めら
れる。
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